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第１章 いなべ市空家等対策計画の概要 

１ 計画策定の背景及び目的 

○ わが国においては、近年、地域における人口減少や既存の住宅及び建築物の老朽化、

社会的ニーズの変化、産業構造の変化等に伴い、居住その他の使用がなされていない

「空家等」が年々増加しています。これらの中には、適正な管理が行われていない結

果として、安全性の低下、公衆衛生の悪化、景観の阻害など、地域住民の生活環境に

深刻な影響を及ぼしているものがあり、今後空家等の数が増加すれば、それらがもた

らす問題が一層深刻化することが懸念されています。 

○ このため、生命、身体及び財産の保護、生活環境の保全を図り、併せて空家等の活用

を促進するため、平成 27 年 5 月(2015.5)に「空家等対策の推進に関する特別措置法」

(以下「空家法」という。)が完全施行されました。 

○ 空家法においては、空家等の所有者又は管理者が、空家等の適切な管理について、第

一義的な責任を有することを前提としつつ、住民に最も身近な行政主体であり、個別

の空家等の状況を把握することが可能な立場にある市町村が、地域の実情に応じた空

家等に関する対策の実施主体として位置付けられています。 

○ 本市においては、市内の空家の有効活用等を目的に、平成 20 年度から「空き家･空き

地バンク制度」、平成 28 年度から「空き家リノベーション支援事業」などの取組を

進めてきました。空家法の施行を機に、本市の基本的な取組姿勢や対策を市民のみな

さまに示し、空家等対策を一層総合的かつ計画的に推進していくため、【いなべ市

空家等対策計画】をここに定めます。 

２ 計画の位置付け 

○ 本計画は、空家法第６条第１項 ※に基づき定めるものです。 

○ 本計画は、本市の最上位計画である「第２次いなべ市総合計画」の下に位置づけると

ともに、関連計画とも連携を図り進めていきます。 

 

 

 

 
※空家等対策の推進に関する特別措置法第６条１項 

・市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指針に即して、空

家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を定めることができる。 

三重県住生活基本計画 

(H29.3 策定) 

第２次いなべ市総合計画 

(H28.3 策定) 

空家等対策の推進に 

関する特別措置法 

いなべ市空家等対策計画 
いなべ市住生活基本計画 

(H21.3 策定) 

【その他の行政計画】 

・

・  
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■空家等対策の推進に関する特別措置法の概要 
 

公布日：平成 26 年 11 月 27 日 

 

適正な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活に深刻な影響を

及ぼしており、地域住民の生命・身体・財産の保護、生活環境の保全、空家等の利活用のため

対応が必要(1 条) 
参考：現在、空家は全国約 820 万戸(平成 25 年)、401 の自治体が空家条例を策定(平成 26 年 10 月) 

 

○ 「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって、居住その他の使用がなされ

ていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着するものを含む）を

いう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く(2 条 1 項) 

○ 「特定空家等」とは、 

① 倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

② 著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

③ 適切な管理が行われていないことにより著しく景 

  観を損なっている状態 

④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置す 

  ることが不適切である状態にある空家等をいう。 

 (2 条 2 項) 
 

 

 
 

国による基本指針の策定・市町村による計画の策定等  

○ 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策の基本指針を策定(5 条) 

○ 市町村は、国の基本指針に即した、空家等対策計画を策定(6 条)・協議会を設置(7 条) 

○ 都道府県は、市町村に対して技術的な助言、市町村相互間の連絡調整等必要な援助(8 条) 
  

空家等についての情報収集  

○ 市町村長は、 

 ・法律で規定する限度において、空家等への調査(9 条) 

 ・空家等の所有者等を把握するために固定資産税情報の内部利用(10 条) 等が可能 

○ 市町村は、空家等に関するデータベースの整備等を行うよう努力(11 条) 
  

空家等及びその跡地の活用  

○ 市町村による空家等及びその跡地に関する情報の提供その他これらの活用のための対

策の実施(13 条) 
  

特定空家等に対する措置(※)  

○ 特定空家等に対しては、除却、修繕、立木竹の伐採等の措置の助言又は指導、勧告、命

令が可能。さらに要件が明確化された行政代執行の方法により強制執行が可能。(14 条) 
  

財政上の措置及び税制上の措置等  

○ 市町村が行う空家等対策の円滑な実施のために、国及び都道府県による空家等に関する

施策の実施に要する費用に対する補助、地方交付税制度の拡充を行う。(15 条 1 項) 

○ このほか、今後必要な税制上の措置等を行う。(15 条 2 項) 
  

 

 

施行日：平成 27 年 2 月 26 日(※関連の規定は平成 27 年 5 月 26 日) 
 

出典：国土交通省資料を一部加筆･修正 

 

施策の概要 

定 義 

背 景 

【空家等】 

・市町村による空家等対策計画の策定 

・空家等の所在や所有者の調査 

・固定資産税情報の内部利用等 

・データベースの整備等 

・適正な管理の促進、有効活用 

【特定空家等】 

・措置の実施のための立入調査 

・指導→勧告→命令→代執行の措置 
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第２章 本市の現状 

１ 統計資料調査 

 
○ 本市の総人口は、平成 17 年以降おおむね 46,000 人で推移し、45,721 人(H29.4.1 現

在)となっています。世帯数は増加傾向にあり、17,482 世帯(H29.4.1 現在)となって

います。この結果、１世帯当たりの人員は 3.1 人(H17)から 2.6 人(H29)と減少傾向に

あります。 

○ なお、国立社会保障･人口問題研究所による平成 25 年 3 月 1 日現在の推計では、本市

の将来人口は減少傾向にあるとされ、平成 37 年には 42,060 人、平成 47 年には 38,941

人と予測されています。 

■総人口及び世帯数の推移 

 
出典：住民基本台帳(各年 4 月 1 日現在),いなべ市 

■将来推計人口 

 
出典：国勢調査及び国立社会保障･人口問題研究所 

46,450 46,425 46,531 46,824 46,740 46,662 46,575 46,657 46,263 46,162 46,074 45,874 45,721

14,802 15,033 15,384 15,833 15,976 16,204 16,319 16,585 16,783 16,857 17,098 17,328 17,482
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総人口 世帯数 1世帯あたりの人員
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○ 人口(H29.4.1 現在)は、大安地区(16,519 人(36.1%))→北勢地区(13,590 人(29.7%))

→員弁地区(9,268 人(20.3%))→藤原地区(6,344 人(13.9%))の順で多く、大安地区･員

弁地区は近年横ばいで推移し、北勢地区･藤原地区は減少傾向にあります。 

○ 世帯数(H29.4.1 現在)は、人口同様、大安地区(6,572 世帯(37.6%))→北勢地区(5,115

世帯(29.2%))→員弁地区(3,459 世帯(19.8%))→藤原地区(2,336 世帯(13.4%))の順で

多くなっています。なお、藤原地区については近年減少傾向にありますが、他の３地

区は増加傾向にあります。  

■地区別人口及び世帯数の推移 
<人 口> 

 

<世帯数>  

 

  

  

 
出典：住民基本台帳(各年 4 月 1 日現在),いなべ市 

  

14,575 14,549 14,501 14,501 14,406 14,305 14,202 14,175 13,954 13,784 13,731 13,697 13,590

8,794 8,763 8,884 8,926 9,064 9,132 9,137 9,237 9,208 9,265 9,257 9,242 9,268

15,650 15,755 15,870 16,223 16,231 16,284 16,376 16,419 16,379 16,475 16,546 16,524 16,519

7,431 7,358 7,276 7,174 7,039 6,941 6,860 6,826 6,722 6,638 6,540 6,411 6,344
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4,584 4,659 4,749 4,820 4,833 4,880 4,865 4,932 4,957 4,894 4,970 5,066 5,115

2,833 2,820 2,963 3,028 3,093 3,166 3,184 3,240 3,299 3,352 3,387 3,413 3,459

5,102 5,255 5,365 5,673 5,745 5,851 5,954 6,060 6,172 6,252 6,383 6,504 6,572
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○ H29.4.1 現在、市の高齢化率(65 歳以上)26.1％よりも高い地区は、藤原地区(35.0%)

及び北勢地区(28.3%)となっています。 

○ なお、本市は県内でも外国人住民数の割合が高いという特徴があり、市の外国人世帯

数は 5.1％であり、特に北勢地区は外国人世帯率が高くなっています。 

■地区別高齢化率及び外国人世帯率 
<高齢化率> 

 

<外国人世帯率> 

 
出典：住民基本台帳(H29.4.1 現在),いなべ市 

■県内市における外国人住民数            ■本市における国籍･地域別外国人住民数 

 

 

 
出典：外国人住民数調査(H28 市町別一覧),三重県  出典：外国人住民数調査(H28 市町別一覧),三重県 
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○ 住宅･土地統計調査 ※によると、本市の空家は 2,010 戸・空家率 11.9％とされ、全国

及び三重県と比較し、空家率及び空家増加率ともに低いものと推計されています。 

○ 平成 25 年度の空家の種類別の割合をみると、本市は「その他の住宅」に区分される

空家の割合が高く、その多くが戸建住宅とされています。  

■空家率等の比較 
<空家率の推移> 

 

<住宅及び空家増減率(H20→H25)> 

 
出典：住宅･土地統計調査 

■空家の種類別・建て方別割合 

 

<いなべ市における空家の建て方> 

出典：平成 25 年 住宅･土地統計調査 

 
※住宅･土地統計調査 

・｢住宅･土地統計調査｣は、住宅とそこに居住する世帯の居住状況等の実態を把握し、その現状と推移を明ら

かにするため、５年ごとに国が行う調査である。なお本調査は、国勢調査の調査区及び人口等より調査単

位区を抽出する標本調査(ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ調査)により実施されるものであり、調査結果の数値は推計値である。 

・本調査では、住宅は「居住世帯のある住宅」と「居住世帯のない住宅」に区分され、空家は「居住世帯の

ない住宅」の一部となる。さらに、空家は下表に示す４つに分類される。 
分 類 内 容 

二次的住宅 

週末や休暇時に避暑･避寒･保養などの目的で使用される住宅で、普段は人が住んでいない住宅や、普

段住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなった時に寝泊まりするなど、たまに寝泊りしている人が

いる住宅 

賃貸用の住宅 新築・中古を問わず、賃貸のために空家になっている住宅 

売却用の住宅 新築・中古を問わず、売却のために空家になっている住宅 

その他の住宅 

上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤･入院などのため居住世帯が長期に渡って不在の

住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など 

(注：空家の区分の判断が困難な住宅を含む) 
 

 

H20 H25

全国 13.1% 13.5%

三重県 13.2% 15.5%

いなべ市 10.6% 11.9%

10%

11%

12%

13%

14%

15%

16%

国 7,567,900 ⇒  8,195,600

57,586,000 ⇒ 60,628,000

県 104,600 ⇒ 128,500

791,000 ⇒ 831,200

市 1,880 ⇒  2,010

17,690 ⇒ 16,950

上段：空家数

下段：住宅総数

全 国 三重県 いなべ市

住 宅 105.3% 105.1% 95.8%

空 家 108.3% 122.8% 106.9%

0%

50%

100%

150%

全国 三重県 いなべ市

二次的住宅 412,000 5,700 70

賃貸用の住宅 4,291,800 51,000 790

売却用の住宅 308,200 2,900 20

その他の住宅 3,183,600 69,000 1,130

38.8%

53.7% 56.2%

3.8%

2.3% 1.0%

52.4%
39.7% 39.3%

5.0% 4.4% 3.5%

0%

25%

50%

75%

100%

(４) 空家の状況(住宅･土地統計調査) 

 

戸建住宅

80

9.1%

長屋･共同住宅他

800

90.9%

[二次的住宅]

[賃貸用の住宅]

[売却用の住宅]

戸建住宅

1,040

92.0%

長屋･共同住宅他

90

8.0%

[その他の住宅]
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２ いなべ市空家等実態調査 

 
ア 調査の目的と概要 

○ いなべ市空家等対策計画の策定及び空家等に関する諸施策を実施していくための基

礎資料として、本市における空家等の戸数、分布状況、管理状況等の実態を把握す

ることを目的とし、空家等実態調査を実施し、空家データベースとして整理を行い

ました。 

イ 調査時期 

○ 平成 28 年 11 月～平成 29 年 3 月(現地確認調査:H28.12.19～H29.1.26、H29.3.17) 

ウ 調査項目等 

○ 調査項目等を以下に示します。なお、本調査での対象建物は、【専用住宅及び併用

住宅(店舗･事務所等)】としました。 

①実態調査   

・現地確認調査の対象を抽出 
 ・共同住宅及び倉庫等の利用建物は対象外  

・机上調査 (水道使用者情報 (18,169 戸 ))より、閉栓を含む直近 2 か

月の使用水量ゼロ (2,202 戸 )を抽出  

※そのうち家屋図データにより、棟が確認できた 1,920 棟及び現地

調査にて空家の可能性があると判断した 126 棟を加えた 2,046 棟

を抽出  
 

 

②現地確認調査   

・空家及び老朽･危険度判定 

・空家意向調査の対象を抽出 

 ・「｢特定空家等に対する措置｣に関する適切な実施を図るために必要

な指針 (ガイドライン )」等を参考に、 [空家現地調査票 ][老朽･危険

度判定表]を作成し、①実態調査で抽出した 2,046 棟を現地確認  

※｢空家｣又は｢空家と思われる建物｣を 1,000 棟抽出  

 

 

③空家意向調査   

・空家の利活用等に係る意向確認 
 ・｢空家｣又は｢空家と思われる建物｣1,000 棟について、固定資産台帳

等をもとに、所有者 859 名を特定し、空家等の利活用等に係る意

向調査 (アンケート調査 (郵送 ))を実施  

※空家確定 182 棟、非空家確定 250 棟  

回収不能 568 棟 (未返信 454 棟・未配達 114 棟 )  

 

空家データベース 
 ・2,046 棟 (②現地確認調査対象棟数 ) 

※CSV ﾃﾞｰﾀ形式にて現地確認調査結果及び空家意向調査結果を収録  

 (位置情報 (shape 形式 )を含む ) 

   

 

  

(１)  調査の内容 
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ア 空家棟数 

○ 現地確認調査の結果、本市の【空家(候補)】は 1,000 棟でした。 

○ 空家意向調査の結果、【空家(確定)】182 棟・【非空家(確定)】250 棟となり、本市

の空家は 182～750 棟となります。 

○なお、【未返信】454 棟については、機を見て再度意向調査を行うなど継続調査、 【未

配達】114 棟については、庁内調整のもと、連絡先の特定を行い、再度意向調査を

行います。 

■空家棟数 

項 目 件 数 
所有者 

(管理者) 
備 考 

①実態調査 2,046 棟 － 机上調査及び現地調査より抽出 

②現地確認調査 1,000 棟 859 名 現地確認調査により絞り込み 

③空家意向調査 1,000 棟 859 名 ②について意向調査を実施 

 回答あり 432 棟 384 名 意向調査の返信があったもの 

  a.空家 182 棟 161 名 建物を利用していないと回答 

  b.空家ではない 250 棟 223 名 建物を利用していると回答 

 未回答 568 棟 475 名 意向調査の返信がなかったもの 

  c.未返信 454 棟 366 名 配達されたが返信なし 

  d.未配達 114 棟 109 名 配達されず戻ってきたもの 
出典：平成 28 年度いなべ市空家等実態調査 

 

○ また、空家意向調査結果を地区別に整理すると、全体として員弁地区は少ない結果

となっていますが、他の３地区はほぼ同程度であり、特定の地区に空家が集中する

というような傾向は確認されませんでした。 

■空家棟数(地区別) 

 計 
    

北勢 員弁 大安 藤原 

空家(候補) 

(a+b+c+d) 
1,000 棟 

295 棟 

(29.5%) 

180 棟 

(18.0%) 

265 棟 

(26.5%) 

260 棟 

(26.0%) 

 a.空家(確定) 182 棟 
58 棟 

(31.9%) 

25 棟 

(13.7%) 

44 棟 

(24.2%) 

55 棟 

(30.2%) 

 b.非空家(確定) 250 棟 
70 棟 

(28.0%) 

54 棟 

(21.6%) 

62 棟 

(24.8%) 

64 棟 

(25.6%) 

 c.未返信 454 棟 
135 棟 

(29.7%) 

80 棟 

(17.6%) 

126 棟 

(27.8%) 

113 棟 

(24.9%) 

 d.未配達 114 棟 
32 棟 

(28.1%) 

22 棟 

(19.3%) 

33 棟 

(28.9%) 

27 棟 

(23.7%) 

 a+c+d 750 棟 
225 棟 

(30.0%) 

126 棟 

(16.8%) 

203 棟 

(27.1%) 

196 棟 

(26.1%) 
出典：平成 28 年度いなべ市空家等実態調査 

 

  

(２) 調査の結果 
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イ 空家の評価(倒壊危険度) 

○ 【空家(候補)】1,000 棟の倒壊危険度の判定結果は、[なし]82.5％が最も多く、次

いで[低い]8.4％であり、ほぼ修繕の必要がなく再利用が可能な住宅がストックされ

ています。この傾向は【空家(確定)】等の他の区分でも同様となっています。 

○ なお、倒壊危険度が[非常に高い][高い]と判定された住宅は、特定空家 ※の候補で

あり、必要な措置を講ずる際の具体的な手続等について検討していく必要がありま

す。 

■空家の評価 

【空家(候補)】：1,000 棟 

 

【空家(確定)】：182 棟 

 
 

倒壊危険度 計      

空家(候補) 1,000 棟 
21 棟 

(2.1%) 

59 棟 

(5.9%) 

84 棟 

(8.4%) 

825 棟 

(82.5%) 

11 棟 

(1.1%) 

 空家(確定) 
182 棟 

(18.2%) 

3 棟 

(1.6%) 

15 棟 

(8.2%) 

11 棟 

(6.0%) 

152 棟 

(83.5%) 

1 棟 

(0.5%) 

 非空家(確定) 
250 棟 

(25.0%) 

1 棟 

(0.4%) 

10 棟 

(4.0%) 

17 棟 

(6.8%) 

218 棟 

(87.2%) 

4 棟 

(1.6%) 

 未返信 
454 棟 

(45.4%) 

13 棟 

(2.9%) 

26 棟 

(5.7%) 

46 棟 

(10.1%) 

364 棟 

(80.2%) 

5 棟 

(1.1%) 

 未配達 
114 棟 

(11.4%) 

4 棟 

(3.5%) 

8 棟 

(7.0%) 

10 棟 

(8.8%) 

91 棟 

(79.8%) 

1 棟 

(0.9%) 
 

 

出典：平成 28 年度いなべ市空家等実態調査 

 

 

 

 

 
 

 

 

※特定空家 

・空家等特別措置法では、「そのまま放置すれば、①倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は

②著しく衛生上有害となるおそれのある状態、③適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損

なっている状態、④その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると

認められる空家等をいう」と定義される 

21

2.1%

59

5.9%
84

8.4%

825

82.5%

11

1.1%

3

1.6%

15

8.2%
11

6.0%

152

83.5%

1

0.5%

非常に高い 高い 低い なし 不明
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○ また、倒壊危険度の判定結果を地区別に整理すると、員弁地区で特定空家候補(倒壊

危険度が[非常に高い][高い])が若干多いものの、各地区とも再利用可能な住宅が多

くストックされています。 

■空家の評価(地区別) 

 
 

 

出典：平成 28 年度いなべ市空家等実態調査 

  

9

6

6

13

25

5

16

34

20

7

23

239

128

251

207

1

2

8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北勢

員弁

大安

藤原

非常に高い 高い 低い なし 不明

3 . 1%

4 . 4%

1 1 .5% 8 1 .0%

3 . 3% 1 3 .9% 1 1 .1% 7 1 .1% 0 . 6%

0 . 8%

3 . 1%

9 4 .7%1 . 9%

2 . 3%

6 . 2%

8 . 8% 7 9 .6%

2 . 6%
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■空家候補分布状況(1,000 棟)  

 
 

倒壊危険度 非常に高い 高 い 低 い な し 不 明 計(棟) 

いなべ市 21 棟 59 棟 84 棟 825 棟 11 棟 1,000 棟 

 北 勢 9 棟 13 棟 34 棟 239 棟 －  295 棟 

 員 弁 6 棟 25 棟 20 棟 128 棟 1 棟 180 棟 

 大 安 －  5 棟 7 棟 251 棟 2 棟 265 棟 

 藤 原 6 棟 16 棟 23 棟 207 棟 8 棟 260 棟 
 

出典：平成 28 年度いなべ市空家等実態調査 

 

  

藤 原 

北 勢 

大 安 

員 弁 
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■空家(確定)分布状況(182 棟)  

  
 

倒壊危険度 非常に高い 高 い 低 い な し 不 明 計 

いなべ市 3 棟 15 棟 11 棟 152 棟 1 棟 182 棟 

 北 勢 2 棟 4 棟 2 棟 50 棟 －  58 棟 

 員 弁 1 棟 5 棟 5 棟 14 棟 －  25 棟 

 大 安 －  3 棟 1 棟 40 棟 －  44 棟 

 藤 原  －  3 棟 3 棟 48 棟 1 棟 55 棟 
 

出典：平成 28 年度いなべ市空家等実態調査 

 

  

藤 原 

北 勢 

大 安 

員 弁 
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ウ 今後の建物利用に関する意向等 

○ 空家意向調査で返信のあった 384 名(空家 161 名・空家でない 223 名)について、今

後の建物利用等に関する意向は、以下のとおりとなっています。 

○ 【建物の今後の利活用】については、空家所有者は「売却したい、または売却して

も良い」「建物を解体したい、または解体してもよい」の回答が多く、手放したい

といった意向が強く伺えます。一方、非空家所有者は「現状の利用のまま、自己管

理したい」「自分や家族･親族と住みたい」「ｾｶﾝﾄﾞﾊｳｽや別荘等として時々利用した

い」の回答が多く、今後も保有していきたいといった傾向が強く伺えます。 

■建物の今後の利活用について(複数回答) 

 
出典：平成 28 年度いなべ市空家等実態調査 

○ 【今後の利活用で困っていること】については、空家所有者は「売却･賃貸先が見つ

からない」「建物を解体したいが、解体費用が捻出できない」、非空家所有者は「特

に困っていない」の回答が最も多くなっていました。 

■今後の利活用で困っていること(複数回答) 

 
出典：平成 28 年度いなべ市空家等実態調査 

7.2%

4.7%

21.9%

9.3%

7.5%

7.2%

16.5%

16.5%

7.5%

1.8%

12.7%

12.1%

11.3%

8.4%

2.3%

27.7%

9.0%

5.8%

4.6%

6.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

1.自分や家族･親族と住みたい(新築､改築を含む)

2.ｾｶﾝﾄﾞﾊｳｽや別荘等として､時々利用したい

3.売却したい､または売却しても良い

4.賃貸したい､または賃貸しても良い

5.無償または低賃料でも地域のために貸し出したい

6.現状の利用のまま､自己管理したい

7.建物を解体したい､または解体しても良い

8.今後の利用予定はないので､どうしたらよいかわからない

9.その他

10.無回答
定)<N=279> 空家でない<N=346>

8.4%

28.2%

26.2%

5.0%

17.8%

9.4%

5.0%

13.9%

11.2%

13.5%

1.9%

39.7%

4.1%

15.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1.住みたい､または貸したいが､ﾘﾌｫｰﾑや大規模修繕の費用が捻出できない

2.売却･賃貸先が見つからない

3.建物を解体したいが､解体費用が捻出できない

4.相続問題等で､権利者間で意見が一致しない

5.特に困っていない

6.その他

7.無回答

空家(確定)(N=202) 空家でない<N=267>

空家(確定)<N=279> 空家でない<N=346>
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エ 空き家･空き地バンク制度の活用意向等 

○ 【空き家･空き地バンク制度の活用】については、「希望したい」「検討したい」と

いう活用意向は、空家所有者 59.6％・非空家所有者 30.0％となっていました。 

■『空き家･空き地バンク制度』を活用した売却･賃貸の希望(単一回答) 

 
出典：平成 28 年度いなべ市空家等実態調査 

 

○ なお、【空き家･空き地バンク制度】の認知度は、「制度及び内容を知っている」と

いう空家所有者が 14.8％、非空家所有者が 9.9％と空家所有者のほうが認知度は高

いものの、「制度があることを知らない(または今回はじめて知った)」が、両所有

者とも約半数程度となっています。 

■『空き家･空き地バンク制度』の認知度(単一回答) 

 
出典：平成 28 年度いなべ市空家等実態調査 

 

 

  

26.1%

33.5%

27.3%

7.5%

5.6%

10.3%

19.7%

54.7%

0.0%

15.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.希望したい

2.検討したい

3.希望しない

4.その他

5.無回答

空家(確定)<N=161> 空家でない<N=223>

14.8%

26.9%

43.9%

0.0%

14.3%

9.9%

27.3%

57.1%

1.2%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.制度及び内容を知っていた

2.制度があることは知っていたが、内容は知らなかった

3.制度があることを知らなかった(または､今回はじめて知った)

4.その他

5.無回答

空家(確定)<N=161> 空家でない<N=223>
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３ いなべ市における空家等対策の取組(制度の概要) 

 
○ 市内の空家･空地を有効活用し、定住促進や住環境の向上を目的とする制度で、平成 20

年度から開始しました。 

○ 空家･空地の賃貸や売却を希望する所有者から提供された情報を、市情報誌やＨＰに掲

載し、空家･空地利用希望者へ提供を行っています。 

 

■空き家･空き地バンク登録状況(H29.12 末現在) 

 
出典：いなべ市都市整備課資料 

 

  

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

所有者 6 14 22 25 29 33 34 38 44 55

利用者 12 22 30 34 37 39 39 41 47 49

0
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）

(１)  空き家･空き地バンク制度 

 

空家の所有者 空家の利用希望者 
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○ 昭和 56 年 5 月以前の木造住宅を対象に、地震に対する安全性の向上を図り、地震に強

いまちづくりを進めることを目的とする制度です。 

○ 大きく「耐震診断(H16 年度開始)」「耐震補強工事(H17 年度開始)」「耐震補強設計(H21

年度開始)」「耐震シェルター設置(H24 年度開始)」より構成され、設計及び工事費用

に対して補助金の交付(耐震診断については、全額補助)を行っています。なお、本年度

(H29)から「空家除去」に関する支援制度も開始したところです。 

■木造住宅耐震支援制度実施状況(H29.12 末現在) 
 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 計 

耐震診断 20 40 29 42 34 18 34 54 34 21 25 20 21 14 406 

耐震補強工事  2 2 2 1 0 3 1 2 1 0 2 1 0 17 

耐震補強設計      2 2 2 2 1 0 3 0 0 12 

耐震ｼｪﾙﾀｰ設置         0 0 0 0 1 0 1 

空家除去              5 5 

出典：いなべ市都市整備課資料 

 

 

 
○ 移住促進及び空家･空建築物の有効活用を目的とする制度で、平成 28 年度より開始しま

した。 

○ 県外から本市へ移住する方(ＵＩＪターン、二地域居住等)が、空家等を改修して住む場

合にかかる工事費の一部を補助します。 

また、空家を所有している方が、県外から本市に移住する方に対し所有する空家等を売

却または賃貸することを目的に空家等の改修工事を行う場合、工事費の一部を補助しま

す。 

  

(２) 木造住宅耐震支援制度 

 

(３) 空き家リノベーション支援事業 
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４ 空家等対策に関する上位・関連計画 

 
○ 「第２次いなべ市総合計画(平成 28 年 3 月策定)」は、【いきいき笑顔応援のまち】を

基本理念とする平成 28～37 年度の 10 年間を計画期間とする本市の最上位計画です。い

なべ市民やいなべ市に訪れた人に『いなべ市は本当に“いーな!”』と実感して頂ける

“ひともまちも元気な活力あふれるまち”を目指しています。 

○ 本総合計画では、「定住人口」「交流人口」の２つの「人口」に着目した人口拡大に向

けた施策・事業を位置づけ、良好な居住環境づくりの推進の基本事業の１つとして【空

家活用の促進】を掲げています。 

■第２次いなべ市総合計画 基本計画施策体系図 

 
出典：第２次いなべ市総合計画(p54-55) 

 

  

(１)  第２次いなべ市総合計画 
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○ 「いなべ市住生活基本計画(平成 21 年 3 月策定)」は、本市の住宅施策を進めていくた

めの基本的な方針として、平成 20～27 年度を計画期間として策定されました。なお、

本基本計画は、前回の市総合計画及び県住生活基本計画を上位計画として策定されたも

のです。 

○ 本基本計画では、【“住みたくなる”“住みつづけたくなる”～いきいき笑顔で“いな

べ”らしい住まいづくり～】を基本方針に掲げ、多様な居住ニーズに対応した住宅市場

の環境整備及び住宅セーフティーネットの構築を主な施策とし、【民間住宅の有効利用】

により、空家に起因する諸問題(地域コミュニティの低下、火災、防犯等)を解決すると

ともに、空家を有効活用し、定住促進･居住環境の向上により、地域の活性化を図ると

しています。 

■いなべ市住生活基本計画の体系 

 
出典：いなべ市住生活基本計画(p85)   

 

  

(２) いなべ市住生活基本計画 
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○ 三重県では、急速な人口減少・高齢化への対応、空家の増加に伴う適切な管理が行われ

ていない空家への対応、南海トラフ地震等大規模災害への対応など、住生活を取り巻く

環境の変化に的確に対応していくため、平成 29 年 3 月に平成 28～37 年度の 10 年間を

計画期間とする三重県住生活基本計画の改訂を行いました。 

○ 本基本計画では、【“住みたくなる”“住み続けたくなる”快適で安全な住まいを創出

し、人びとと地域の活力に資する住生活】を将来像に掲げ、市町へ期待する役割として、

①空家法に基づく空家対策の推進(放置することが不適切な状態にある空家の対応)、②

空家バンクの活用による移住支援、③空家法に基づく空家等対策計画の策定及び空家対

策の推進、④子育て世帯等の入居支援や定住の促進等地域の特性に応じた空家の活用が

示されています。 

■三重県住生活基本計画 施策体系 

 

 

出典：三重県住生活基本計画(p14-15) 

 

  

(３) 三重県住生活基本計画 
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○ 中長期的な視点から本市がめざすべき将来都市像や個性を活かした誇りの持てるまち

づくりのため、また、総合的かつ計画的に都市づくりを進めるための指針として、平成

38 年度を目標年度とする「いなべ市都市計画マスタープラン」を平成 20 年 3 月に策定

しました。本マスタープランにおいて、【いきいき笑顔で活力のある田園都市】をめざ

すべき都市像に掲げ、豊かな自然環境に囲まれゆとりと潤いを感じながら、子どもから

お年寄りまで誰もが安心して快適に暮らせるまちづくりをめざし、企業誘致などの産業

振興や従業員の定住化を進めるとしています。 

○ 本市は、桑名都市計画区域(線引き)･大安都市計画区域(非線引き用途指定)･北勢都市計

画区域(非線引き用途未指定)の３つの性格の異なる都市計画区域を有しています。しか

し、それぞれの都市計画区域で生活圏が分かれていることから、都市計画区域の線引き

統合の検討は行うものの、当面、３つの都市計画区域はそのまま存続させ、地域特性に

あったまちづくりを進めていくこととし、現行法令に基づく土地利用規制を適切に運用

し、無秩序な市街化を抑制していくこととしています。なお、本マスタープランにおい

て、空家に関する直接的な記述はありませんが、住宅整備の方針として、「生活利便性

の高い住環境の形成に向けた既成住宅地の整備及び、快適な居住環境の確保に向けて既

存集落地の整備改善を推進し、住民のニーズに対応した安心･安全な住宅地の形成を図

る」ことを基本的な考え方として位置づけています。 

■いなべ市都市計画マスタープラン 将来の都市構造 

  
出典：いなべ市都市計画マスタープラン(p16-17) 

(４) いなべ市都市計画マスタープラン 
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○ 定住自立圏構想とは、市町村の主体的取組として、「中心市」の都市機能と「近隣市町

村」の農林水産業、自然環境、歴史、文化など、それぞれの魅力を活用して、NPO や企

業といった民間の担い手を含め、相互に役割分担し、連携及び協力することにより、地

域住民のいのちと暮らしを守るため圏域全体で必要な生活機能を確保し、地方圏への人

口定住の促進を図る政策で、平成 21 年 4 月から全国展開しました。 

○ 本市においては、隣接する東員町と圏域を構成し、定住に必要な都市機能及び生活機能

の確保･充実を図るとともに、自立に必要な経済基盤の整備を促進することにより、魅

力あふれる定住自立圏を形成することを目的に、平成 27～31 年度を計画期間とする「第

２次旧員弁郡定住自立共生ビジョン」を平成 26 年 10 月に策定しました。 

○ 本共生ビジョンでは、目指す本圏域の姿を「“いつまでも住みつづけたい”“住んでみ

たい”“訪れてみたい”と思える地域」と位置づけ、医療、福祉等の【生活機能の強化

に係る政策分野】、地域公共交通等の【結びつきやネットワークの強化に係る政策分野】、

人材育成等の【圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野】について、東員町と連携

を図り、人口定住の受け皿の形成及び人口の流れの創出に向けた取組を実施することと

しています。特に、結びつきやネットワークの強化に係る政策分野における【地域内外

の住民との交流･移住促進】において、空家等の活用を交流及び移住の促進施策として

位置づけています。 

■第２次旧員弁郡定住自立圏共生ビジョン  

 
出典：全国の定住自立圏構想の取り組み状況について(総務省) 

 

(５) 第２次旧員弁郡定住自立圏共生ビジョン 
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第３章 空家等対策計画 

１ 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類 

その他の空家等に関する対策に関する基本的な方針 

 
○ 「空家等実態調査」において、本市の空家は、特定の地区に集中するといった傾向は

確認されませんでした。また、既に空家等対策として取り組んでいる「空き家･空き

地バンク制度」は、市域全域を対象に実施していることから、本計画において空家等

に関する対策の対象とする地区は、【いなべ市全域】とします。 

 
○ 本計画で対象とする空家等の種類は、空家法第２条第１項 ※の規定に基づく空家等の

うち、「空家等実態調査」同様、【専用住宅及び併用住宅(店舗、事務所等)の戸

建建物】を対象とします。 

 
○ 本計画の計画期間は、本市の最上位計画である第２次いなべ市総合計画の計画期間を

踏まえ、【平成 30 年度から平成 37 年度まで】の８年間とします。 

○ ただし、空家法の改正や社会情勢の変化等にあわせ、適宜、本計画を見直します。 

H28 年度  H29 年度  H30 年度  H31 年度  H32 年度  H33 年度  H34 年度  H35 年度  H36 年度  H37 年度  

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 
          

  空家等対策計画 
          

第２次いなべ市総合計画【10 か年】 
          

第１期基本計画【５ヶ年】  第２期基本計画【５ヶ年】  

          

 
○ 空家等に関する対策に係る事務の主管部局は、【都市整備部都市整備課】とします。 
 

 

 

 
※空家等対策の推進に関する特別措置法 第２条第１項 

空家等：建築物 ※１ 又はこれに附属する工作物 ※ ２ であって居住その他の使用がなされていない ※

３ ことが常態 ※ ４ であるもの及びその敷地(立木その他の土地に定着するものを含む)をい

う。ただし、国又は地方自治体が所有し、又は管理するものを除く。 

※１：「建築物」とは、建築基準法第２条第１号の「建築物」と同義であり、土地に定着する工作物のう

ち、屋根及び柱又は壁を有するもの(これに類する構造物のものを含む)、これに附属する門又は塀

等をいう。 

※２：「これに附属する工作物」とは、ネオン看板など門又は塀以外の建築物に附属する工作物が該当す

る。 

※３：「居住その他の使用がなされていない」とは、人の日常生活が営まれていない、営業が行われてい

ないなど、当該建築物等を現に意図をもって使い用いていないことをいう。 

※４：「常態」とは、概ね年間を通して建築物等の使用実績がないことが１つの基準となる。 
 

(１)  対象とする地区 

 

(２) 対象とする空家等の種類 

 

(３) 計画期間 

 

(４) 空家等に関する対策の実施体制 
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○ 住宅･土地統計調査によると、本市の空家は、全国及び三重県と比較し、空家率及び

空家増加率ともに低いものと推計され、「空家等実態調査」の結果(H29.3.17 現在)、

空家の可能性があるものが 750 棟、空家と確定できたものが 182 棟と住宅･土地統計

調査の 2,010 戸よりもさらに下回る状況となっています。さらに、適正に管理されて

いない空家(倒壊危険度の高い特定空家候補)は最大でも 69 棟であり、本市において

今すぐ空家等の存在が、市民の生活に深刻な影響を及ぼすとは考えづらい状況と言え

ます。 

○ しかしながら、１世帯当たり人員は既に減少傾向にあり、将来的には人口減少が見込

まれているため、本市においても空家等の増加により、安全性の低下、公衆衛生の悪

化、景観阻害など、地域住民の生活に深刻な影響を及ぼすことが懸念されます。 

○ 一方、空家等は、活用次第では大きな資産となる可能性を秘めており、本市のまちづ

くりの共通目標の１つである【定住・移住・交流の促進】に寄与するアイテムとして

捉えることもできます。 

○ このような状況を踏まえ、市民が安心して暮らせるまちづくりのために迅速かつ

効果的な対策を講じていく ため、次の ４つの視点 より 空家等対策 に取り組ん

でいきます。 

 

< 視 点 >  <取り組みの方向性> 
   

空家等の発生抑制 
 

適切な相続手続きや管理に関する周知･啓発等によ

り、管理不全の空家等の発生の抑制に取り組みます。 

   

空家等の適正管理 
 

空家等の適正管理は、所有者等の責任において行われ

るべきものであり、空家等の所有者等に管理意識の向

上を促す取組を行います。 
   

空家等の利活用促進 
 

利用可能な空家等を資源として捉え、市場流通や利活

用を促進する取組を行います。 

   

空家等除却 

跡地活用  

空家法に基づいた措置を講じる体制づくり、また、除

却後の跡地の利活用や適正な管理を図る取組を行い

ます。 

 

 

  

(５) 今後の空家等に関する対策に関する基本的な方針 
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２ 空家等の調査に関する事項 

 
○ 本市においては、「空家等実態調査」を平成 28 年度に実施したところですが、今後

も 追跡調査を実施し、空家データベースの整備 に努めます。 

○ 空家情報等の取得については、①市職員による現地調査、②市民からの情報提供、③

自治会等へのアンケート調査、④住宅地図作成会社等の民間事業者への委託等が考え

られますが、人員や費用等の面より、最も効果的･効率的な方法を検討し、調査を

実施 していきます。また、転出･転居届者、死亡届提出者から空家等の情報を共有化

するなど、⑤庁内での連携体制の強化 を図り、効率的な 空家等の発生状況の把

握 に努めます。 

 
○ 現地判定調査においては、その空家等が空家法の規定する 【特定空家等】に該当す

るか否かの判断基準を策定し、調査を実施 することとします。  

 

■空家等の調査フロー 

 

 

 

  

(１)  空家等の所在及び当該空家等の所有者を把握するための調査 

 

(２) 空家法施行のために必要な調査 

 

①市役所職員による現地調査  

②市民からの情報提供  

③自治会等へのアンケート調査  

④民間事業者への委託  

⑤庁内からの情報提供  

空家情報の取得  

現地判定調査  

(特定空家の判定) 

・担当部局対応  

(追跡調査含む) 

所有者等の調査  ・担当部局対応より庁内照会  

・所有者等意向確認(担当部局対応) 

空家データベース  

への追加  
・担当部局対応  

空家等全て対象  

空き家・空き地バンク制度  

への登録  

特定空家以外で  

所有者等の承諾が得られたもの  

・担当部局対応  
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３ 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

 
○ 空家等は、所有者等の財産であるため、所有者等は 、空家等を適切に管理してい

く義務 があります。 

 
○ 市は 、空家等の所有者等に 空家等の適切な管理を促す ため、以下の取り組みを検

討していきます。 

①空家等を含む住宅及び建築物に関する全般的な相談や、空家等の適正管理をはじめ、活

用･流通に関する総合的な窓口として対応できる相談体制を、協力団体と連携のもと整

備します。 

②ホームページや広報等を活用し、空家法の概要・空家等がもたらす周辺住民の生活環境

への悪影響などの諸問題・所有者等の責務など、空家等の適正管理に向けた情報提供・

意識啓発について検討していきます。 

③空家等の適正管理を促すためのお願い文を送付することで、市内の全住宅所有者に対す

る注意喚起を行います。 

 

 

  

(１)  基本的な考え方(所有者等の役割) 

 

(２) 適正な管理の促進に向けた取組(市の役割) 

 

【空家発生のメカニズム】 

 

【管理が不十分な空家のイメージ】 

 

・長期間、人が住んでいない空家  ・窓が割れ、放置されている空家  
出典)国土交通省 HP 

保
有 

住 居  

空 地  

空 家  

 

 

 
特定空家  放 置  

適正管理  

賃 貸  

除 去  

相続人居住  

相 続  

相続放棄  

死 亡  

持
家
取
得 

住み替え  
売 却  
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４ 空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項 

○ 本市では、これまで『空き家･空き地バンク制度』をはじめとする空家等及び跡地の

活用促進に関する取組を実施し、新たに平成 28 年度より『空き家リノベーション支

援事業』も開始したところです。 

○しかしながら、平成 28 年度に実施した「空家等実態調査」によると、『空き家･空き

地バンク制度』について、空家所有者の約６割が活用意向を持っているものの、制度

そのものの認知度は、残念ながら低いものとなっていました。 

 
○ これまでの空家等及び跡地の活用促進に関する取組 については、今後もこれを

継続 するとともに、更なる活用･流通を支援･促進 していきます。 

 
○ 市は 、空家等及び跡地の活用促進を図 るため、以下の取り組みを検討していきま

す。 

①「空き家・空き地バンク制度」「空き家リノベーション支援事業」等の更なる周知に努

めるとともに、空家等を含む住宅・建築物に関する全般的な相談や、空家等の適正管理

をはじめ、活用･流通に関する総合的な窓口として対応できる相談体制を、協力団体と

連携のもと整備します。 

②ホームページや広報等を活用し、空家等の活用に関する様々な方法を提案すること及び

活用に必要な各種情報を提供するなど、所有者等の活用に向けた意識啓発について検討

していきます。 

③空家等や除却後の跡地に関する所有者等と地域住民の意向を確認するなど、地域コミュ

ニティの形成に資する空家等の活用について、国県等が実施する空家等関連施策などの

活用を踏まえ、行政が支援する仕組みを検討していきます。 

 

 

(１)  基本的な考え方 

 

(２) 活用の促進に向けた取組 

 

 【空家の活用事例】 

・空家を地域活性化のため、観光交流施

設に活用  

【空家の除却事例】 

・居住環境の整備改善のため、空家を除

却し、ポケットパークとして利用  

出典)国土交通省 HP 
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５ 特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項 

 
○ 空家等のうち、特定空家等と判断された場合には、空家法に基づく助言及び指導、勧

告などの必要な措置を講じます。 

○ なお、特定空家等の所有者等への勧告を行った場合には、特定空家等に係る敷地につ

いて、固定資産税の住宅用地の特例を除外します。また、特定空家等の建材等が周辺

に飛散等し、道路上に落下しているなど、緊急的に危険等を回避する必要がある場合

は、道路法等の他法令により、緊急安全措置を講じます。 

 
○ 市は 、特定空家等に対する措置及びその他の特定空家等への対 処のため、以下

の取り組みを検討していきます。 

①「特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針(ガイドライン)」

に定める内容を基本とし、特定空家等の判断基準を策定します。 

②法に基づく措置には、慎重な手続を期すため、「いなべ市空家等対策審議会条例」を作

成し、「いなべ市空家等対策審議会」を設置します。 

■特定空家等に対する措置(フロー)  

 

(１)  基本的な考え方 

 

(２) 特定空家等に対する措置･対処に向けた取組 

 

 

 

行政代執行することの適否について答申  

改善されない場合  

空家情報の取得  

現地判定調査  

(特定空家の仮判定) 

助言･指導  
(法第 14 条第１項 ) 

特定空家等の認定  

特定空家等と認定することが適当か諮問  

いなべ市  

空家等対策  

審議会  

特定空家等の認定の適否について答申  

勧告に従わない場合  

勧 告  
(法第 14 条第２項 ) 

命 令  
(法第 14 条第３項 ) 

行政代執行することの適否について諮問  

命令に従わない場合  

行政代執行  
(法第 14 条第９項 ) 
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■特定空家等の判断基準(案) 

(ア)建築物の傾斜 (全体) 

 Ａ  明らかに傾斜し、倒壊等のおそれがある  □  

 Ｂ  全体的にたわみが見られる  □  

 Ｃ  一部にたわみが見られる  □  

 Ｄ  傾斜は認められない  □  

(イ)基礎の状況  

 Ａ  基礎･土台の腐敗、損傷、変形が著しい(多大) □  

 

Ｂ  

不動沈下がある  □  

 木造 :基礎･土台の腐敗、破損、変形が目立つ(多い) □  

 基礎のひび割れが目立つ(多い) □  

 Ｃ  基礎のひび割れが一部発生している  □  

 Ｄ  異常は認められない  □  

(ウ)外壁の状況  

 
Ａ  

木造 :仕上げ材料の剥離･腐食･破損により著しく下地が露出又は貫通した箇所が多大  □  

 木 造 以 外 :仕上げ材料のひび割れが著しい･崩落している  □  

 
Ｂ  

木造 :仕上げ材料の剥離･腐食･破損により一部が露出している  □  

 木 造 以 外 :仕上げ材料のひび割れが多く発生している  □  

 Ｃ  仕上げ材料にひび割れが一部発生しているが、危険性は認められない  □  

 Ｄ  多少の汚れはあるが、異常は認められない  □  

(エ)屋根の状況  

 Ａ  屋根が広範に著しく変形している又は穴が開いている  □  

 Ｂ  屋根葺き材料に著しい剥落がある又は軒にたわみが見られる  □  

 Ｃ  屋根葺き材料の一部に剥落又は外れた箇所がある  □  

 Ｄ  異常は認められない  □  

(オ)衛生・景観・生活環境の保全上支障  

 

Ａ  

立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している  □  

 立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行者等の通行を妨げている  □  

 生活ゴミの放置や不法投棄が見られる  □  

 ゴミの放置や動物の糞尿、排水等の流出により、嫌な臭いがする  □  

 動物の鳴き声がしたり、ハエ･蚊等の害虫が発生し、周囲に支障を及ぼしている  □  

 Ｄ  上記は認められない  □  

 

 判断基準  ア～エ  オ   

 

特定空家等  

【Ａ】が１つ以上ある  －   

 【Ｂ】が１つ以上ある  －   

 －  【Ａ】が１つ以上ある   
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６ 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

及び空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

 
○ 空家等になる要因は、所有者等の状況により様々なケースが考えられ、平成 28 年度

に実施した「空家等実態調査」によると、空家所有者は【売却したい、または売却し

ても良い】【建物を解体したい、または解体してもよい】といった意向を持つものの、

【売却･賃貸先が見つからない】【建物を解体したいが、解体費用が捻出できない】

といった課題を抱えていることがわかりました。 

○ また、空家等が抱える問題は、所有者等だけでなく、地域のまちづくり上の課題とな

るため、庁内での連携体制を強化するとともに、建築や不動産に関わる団体のほか、

地域コミュニティの核となる自治会とも連携し、総合的な対策に取り組みます。 

 
○ 市は 、総合的な空家等対策 に取り組むため、実施体制を整えます 。 

■実施体制のイメージ  

 

 

 

  

  

 

 

 

 

空家対策に関する 

総合相談窓口 

地域住民  

自治会  

空家  

所有者等  

 

【関係各課】  

協力団体  

いなべ市  

空家等対策審議会  

【いなべ市庁内組織】  

(１)  基本的な考え方 

 

(２) 空家等に関する対策の実施体制 
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７ その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

 
○ 空家等は、人口及び世帯数の推移や高齢化の進行、住宅の供給状況など様々な要因に

より今後も増加していくものと考えられます。そのため、空家等対策については、短

期的な取組とあわせて、中長期的な視点より取組を継続及び発展させていく必要があ

ります。 

○ 本計画は、空家等対策の実施に関し、必要かつ基本的な事項を定めていますが、適宜

適切な運用を図っていくとともに、定期的な見直しを行っていきます。  

①平成 32 年度(第２次いなべ市総合計画第１期基本計画計画終了年度)に、本計画の中間検

証を実施し、計画の進行管理を実施します。 

②計画期間が終了する平成 37 年度までに「空家等実態調査」を再度実施するとともに、

計画期間や具体的な取組などの計画内容の見直し、本計画の改定を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)  基本的な考え方 

 

Plan(計画) 

Do(実施) Check(評価) 

Action(評価) 


